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バイオものづくり業界における人材不足への打ち手
社会システムコンサルティング部　コンサルタント	 鶴田  爽
社会システムコンサルティング部　コンサルタント	 榎本  拓実

1	 はじめに

1）	 バイオものづくりとは

　近年、化石燃料からの生産に変わり、微生物や動

植物の細胞などをツールとして利用し化学品や繊

維、燃料などを生産する「バイオものづくり」が注

目されており、生物を使った物質の生産であること

から、特にカーボンニュートラルへの取り組みとし

ての期待が高い。バイオものづくりで利用される微

生物や動植物の細胞の中でも、物質生産に適した遺

伝子改変が施されたものをスマートセルと呼ぶ。近

年の遺伝子改変技術の進化により、高性能なスマー

トセル開発が可能となり、バイオものづくりが社会

実装に近づいた。例えば株式会社カネカは植物油な

どを原料に海洋生分解性プラスチックと呼ばれる土

中、海中で分解の進むプラスチックを微生物によっ

て生産し、スターバックス コーヒーやセブン‐イ

レブンのストローなど使い捨てカトラリーを中心に

徐々に普及が進んでいる※1。他にも2022年から始

まった国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総

合開発機構（NEDO）のバイオものづくり革命推進

事業では、食品残渣（ざんさ）や古紙、廃食油など

の未利用資源からエタノールや繊維、香料、飼料な

どを生産する研究が進められている※ 2。このように

バイオものづくりでは再生可能なバイオマスや未利

用資源などを原料にできるため、環境問題などの社

会問題解決への打ち手として期待が高まっている。

また、医薬品や繊維、フィルムなどでは従来の手法

では実現できなかった製品の開発がバイオものづく

りによって実現される可能性にも注目が集まっている。

　バイオものづくりにおける目的物質についてはそ

の定義が団体などによって異なるところではある

が、本稿では 2024年に内閣府が日本のバイオに関

する戦略をまとめた「バイオエコノミー戦略」で述

べられている、バイオ化学品（高機能バイオ素材、

バイオプラスチック等）、繊維、香料・化粧品、バ

イオ燃料、農薬・肥料、食品（細胞性食品等）、新

規酵素等を目的物質とし、バイオ医薬品等の医薬品

関連製品は除くこととする。

2）	 バイオものづくりのステップ

　バイオものづくりは①目的物質の生成を行うス

マートセルの設計・開発、②スマートセルの培養・

発酵による目的物質の大量製造、③目的物質を活用

した最終製品の製造、の大きく三つのステップに分

けることができる（図表 1）。バイオものづくり自

体は新しい産業として近年注目される分野ではある

が、ステップ②の培養・発酵生産に目を向けると長

く日本で培われてきた産業といえる。既存の発酵生

産分野では、みそ、しょうゆなどの伝統的な食品に

始まり、アミノ酸や酵素、抗生物質などを生産して

いた。バイオものづくり業界は、既存の発酵生産に

スマートセル開発を統合・強化し、さらに培養・発

酵プロセスに新しい技術を導入することでより効率

的・先進的な産業に成長したといえるだろう。また、

※1　カネカウェブサイト「カネカ生分解性バイオポリマー Green 
Planet®︎でなぜ世界が健康になるの？」
※2　新エネルギー・産業技術総合開発機構「バイオモノづくり革命推進事
業　2024 年度　WG報告資料」2024 年
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日本はアミノ酸や酵素の大量生産を世界に先んじて

社会実装してきた実績がある。例えば、協和発酵バ

イオ株式会社は発酵によるアミノ酸の大量生産を世

界で初めて成功させ※ 3、また味の素株式会社は発酵

生産技術に基づくうま味調味料や高品質アミノ酸分

野で世界的に高いシェアを有することは、その実証

ともいえるであろう※ 4。

3）	 バイオものづくり業界における人材の需給	 	

	 ギャップ

　本稿では、このバイオものづくり業界の持続的な

成長に向けて一つの壁になっている人材確保・育成

について考える。特に製造人材（図表 1ステップ

②における培養・発酵、精製、品質管理を行う人

材）が今後不足する可能性が高いことについて言及

されることが多い。内閣府のバイオエコノミー戦略

（2024 年）に併せて公表された「市場領域ロード

マップ」（24年 6月）ではバイオ由来製品の生産人

材の育成について 20年から 30年にかけてのプラ

ンが記載されている他、経団連の「バイオトランス

フォーメーション（BX）実現のための重要施策」（24

年）の中で、プロセス開発や製造管理、品質管理と

いった製造に関連する人材の育成・確保について言

及されている。

　以下では、日本のバイオものづくり業界における

製造人材の必要性を前提とした上で、日本の強み領

域の考察と、人材確保をどのように行っていくのか

という打ち手の検討を行う。

2	 どの分野の人材を育成すべきか

1）	 日本のバイオものづくり業界が強みとすべき戦	

	 略領域

　喫緊にバイオものづくり業界に立ちはだかる課題

として製造人材の不足が挙げられていることを述べ

たが、実は製造という点に注目すると、コストの低

い海外に任せてしまうという考え方もできる。そこ

で、そもそも日本で製造人材を育てる必要があるの

かという点について、今後日本のバイオものづくり

業界がどのような強みを持ち、またどのように市場

を開拓していくのか、という二つの観点から考察す

る。

　バイオものづくりは大きく「高付加価値領域」と

「汎用（はんよう）領域」の二つの市場に分けられ

る（図表２） 。経済産業省の「バイオ政策のアクショ

ンプラン」（2024 年）では現状の技術レベルでは

低コスト化・量産が難しいため、まずは高付加価値

領域での製品創出力を強化し、その後製造に関する

技術開発、規制や認証・市場の在り方を検討する中

で汎用領域に市場を拡大するという方向性が示され

ている。内閣府が公表している「バイオものづくり・

バイオ由来製品の市場領域ロードマップ」（24年）

によると、高付加価値領域の市場創出・拡大は 28

年から、汎用領域は 30年から進めることと記載さ

れている。

	 図表 1	 バイオものづくりのステップ

	 ※1 	 試薬や実際の生物試料を用いて行う研究・実験
	 ※2 	 コンピューターを用いてデータ解析やシミュレーションを行う研究・実験
	 注）	 	 オレンジで示した②のプロセス設計・開発は、日本のバイオものづくり業界における有望領域として第2章で言及する
	 出所）	 日本政策投資銀行「我が国におけるバイオものづくりの産業化に向けて」（2023 年）、経済産業省「バイオ政策のアクションプラン」（2024 年）よりNRI 作成

※3　協和発酵バイオウェブサイト研究者インタビュー「世界初、発酵法で
のアミノ酸大量生産に成功」
※4　味の素グループ「ASVレポート2023」
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　また、日本のバイオものづくり業界が製造フロー

における強みとしうる領域としては「培養・発酵生

産ステップの製造プロセス設計・開発」が考えられ

る。培養・発酵生産ステップの製造プロセス設計・

開発は図表１のオレンジ部分に該当する。第 1章の

第 2節でも述べた通り、培養・発酵生産は日本にお

いて長く産業として存在しており、製造プロセスに

関する特許数は第 1位の中国に次ぎ、米国と第 2、

第 3位を争う状況にある（図表 3）※ 5。また、筆者

らによる有識者へのヒアリングにおいても、日本の

既存産業の強みがバイオものづくりの製造プロセス

への強みに転換されうるとの意見があった。特に、

作製されたスマートセルに基づき製造プロセスを設

計、培養、発酵生産、精製、分析し、その結果をスマー

トセルの開発や製造プロセスの設計にフィードバッ

クするというサイクルの考え方や、培養に用いるバ

イオリアクター※ 6の使い方などの発酵生産業界で

	 図表 2	 バイオものづくりの市場と社会実装に必要な要素

	 出所）	 NRI 作成

	 図表 3	 バイオプロセス注にかかわる特許出願数の各国比較

	 注）	 微生物、酵素、または生細胞を用いて製品を生産したり、化学変換を行ったりするプロセス。ここではバイオものづくりにおける製造プロセスと考える
	 出所）	 PATENTSCOPEを基にNRI 作成。またバイオプロセスにかかわる特許分類は特許庁「ニーズ即応型技術動向調査『バイオプロセス』」（2020 年2月）を参考にした

※5　特許数を見ると中国が圧倒的な数を有しているが、他国と比べ、国
内のみの特許取得に偏っている傾向が見られ、国際的な競争という点では
少し注意する必要がある
※6　細胞や微生物を大量に培養するための装置。温度、pH、酸素濃度
などの環境条件を厳密に制御できる
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培われた技術は現代のバイオものづくりでも通用し

うるとのことである。現在では人の手からAI やロ

ボットなどによる製造に移行することも検討されて

いるが、そのインプット情報となりうる技術を培っ

ていることも今後のデジタル化において強みといえ

るだろう。

　さらに、有識者の意見として、製造プロセスにか

かわる施設・設備の製造・開発が可能な企業が国内

にそろっていることが、多様な製品が出口として

考えられるバイオものづくり業界において強みと

なるのではないかという意見が聞かれた。例えば

NEDOが実施するバイオものづくり関連の事業を

見ても、日本のプラントエンジニアリング会社大手

である日揮ホールディングス株式会社、千代田化工

建設株式会社、バイオ関連の分析機器を開発・製作

する株式会社島津製作所や、培養装置を開発・生産

する佐竹マルチミクス株式会社などが名を連ねてい

る※ 7。

　ただし、製造プロセスの設計・開発に強みを持ち

うる日本ではあるが、国内での人件費や原材料費、

施設・土地代といったコストの問題が大きく、国内

での生産プロセスの構築を前提とした場合、東南ア

ジアやブラジル、中国などと比べると日本は劣勢で

ある。実際に味の素は発酵生産産業において、主原

料のサトウキビの調達が容易な場所としてブラジル

に製造拠点を置いている。これらを踏まえると、社

会実装に向けてコストの最小化が競争力の源泉とな

る汎用領域の製品を日本でつくることは難しい。そ

こで、高単価が許容される高付加価値領域を最初の

注力領域とし、製造拠点を日本に置いたまま製造プ

ロセスに関する技術力を高めることが基本的な戦略

方針となろう。また、そこから培った製造プロセス

設計・開発力をベースに、汎用領域の製品を海外に

拠点を置いて製造することを見据えるのが今後の戦

略方針として考えられる。

2）	 バイオものづくり業界における製造人材育成の	

	 必要性

　ここで、製造プロセスを強みとする場合に、製造

プロセス人材を育成する必要も出てくるわけである

が、製造プロセスを設計するためには、培養・精製・

品質管理といった各プロセスに対する深い理解が求

められる。人材育成の観点では製造プロセスの設計

人材を育てることを第一に掲げるのではなく、まず

は喫緊の課題としても挙がっているように培養・発

酵生産ステップにおける製造人材（ここでは精製や

品質管理までを含む）の育成を現時点で考えるべき

であろう。人材育成の面でもまずは製造拠点を日本

に置くことが比較的行いやすい高付加価値領域に注

力し、日本で製造人材を育て、その製造人材がさま

ざまな製造プロセスを経験する中で、製造プロセス

設計・開発のプロに成長し、その知識・ノウハウを

もって汎用領域に範囲を広げるという考え方がいい

のではないか。

　結論として、日本はバイオものづくりにおける製

造プロセスの設計・開発を強みとしうる可能性を

持っているため、製造を国外企業に任せるのではな

く、国内企業でその技術力・人材を育てる。そして

コストと技術力・人材育成のバランスを鑑みながら、

製造拠点を国内・国外に設置していくことが一つの

戦略方針と考えられる。

3	 バイオものづくりの人材課題の整理と打ち手の	

	 検討

1）	 バイオものづくり業界における人材の確保・育	

	 成における課題

　前章でも述べた通り日本のバイオものづくり業界

がバイオプロセスを強みとする場合、まずは製造人

※7　日揮ホールディングスおよび島津製作所は「バイオものづくり革命推
進事業」に採択されている。同様に千代田化工および佐竹マルチミクスは
「カーボンリサイクル実現を加速するバイオ由来製品生産技術の開発」に採
択されている
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材を増やし、そこからよりプロセス全体を見通せる

人材にステップアップさせることが必要になる。

　まず、社内・社外から人材を獲得できない理由と

して、求職者がバイオものづくり業界に魅力を感じ

ておらず、応募してこないことが挙げられる（図表

4：① -1）。また、製造人材特有の課題として、ア

カデミアや関連業界からの人材流入が起こりにくい

ことが挙げられる。スマートセル設計・開発は研究

の延長として大学などから、最終製品の製造は燃料

会社や素材会社など最終製品をすでに扱っている会

社から人材が流入する一方で、培養・発酵生産・精

製に関してはその教育を行っている組織が少なくス

ムーズな人材流入が望みにくい。大学などでバイオ

に携わっている人であっても、培養・発酵生産、精

製の重要性を理解できていない、就職先として視野

に入れていないとの意見もバイオ関連の事業者から

聞かれた（図表 4：① -2）。バイオものづくり業界

への期待が高まり、市場が拡大した一方で、古くか

らの発酵生産分野で働いてきた主には団塊世代で構

成される職人たちが退職したために、実際に手を

動かすことのできる経験者が、業界全体の成長に

対して不足していることも課題であろう（図表 4：

① -3）。その他にも職人気質の業界であったために

どのようなスキルが製造人材に必要なのかが明確に

なっておらず、どの産業のどのような人材であれば

バイオものづくり業界にフィットするのかが明確に

なっていないことも挙げられる（図表 4：① -4）。

　一方で、社内で十分な育成ができないという課題

を分解すると、経験者の不足とひもづくところでは

あるが、社内で若手を指導する先生役となるべき社

員が不足していることがまず挙げられる（図表 4：

② -1）。二つ目に、製造人材に必要なスキルが明確

化されていないことで、どのような教育プログラム

を確立すべきなのかという指針がないことも育成の

難しさにつながる。特に人材不足に陥っている業界

の場合、未経験者を採用し育成することで戦力にし

ていくことも視野に入れるべきところはではある

が、未経験者を戦力に育て上げるためには一定のス

	 図表 4	 製造人材確保・育成に向けた課題と打ち手の仮説

	 出所）	 NRI 作成
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キルを持った人材以上に丁寧な教育が求められ、育

成プログラムが定まっていない業界ではその育成は

難しい（図表 4：② -2）。最後にバイオものづくり

では微生物・細胞という「なまもの」を扱うという

点も育成の難しさにつながる。微生物や細胞は、そ

の様子を定量的なデータで判断することに限界があ

り、これまでの発酵生産業界では職人の勘に頼る形

で製造・培養が行われてきた。そのような特性を持

つ職種であるため、OJT 的に手を動かしながら学

ぶというスタイルに頼らざるを得ない部分があった

と考えられる（図表 4：② -3）。一方でOJTによっ

て各社のノウハウを社員に根付かせている側面もあ

るため、それがその会社の強みにつながっていると

いう考え方もでき、OJT 頼りの育成からの脱却を

志向すること自体が難しい。

2）	 バイオものづくり業界における製造人材の確	

	 保・育成に向けた打ち手の検討

　前節では製造人材の不足の課題を整理したが、次

にそれらの課題に対する打ち手の例について類似事

例を交えながら紹介する（図表５）。

（1）	国による業界支援と広報活動・人材育成の基盤	

	 整備

　求職者がその業界を選ぶ一つの条件として、その

業界に将来性があることが挙げられる。その点では

まずは国がその産業を盛り上げる姿勢を見せること

が大きな要素となるであろう。国からの支援として

は研究開発や設備に対する補助金や税制などの金銭

的な支援だけでなく、ルールの緩和による実証の推

進、人材育成プログラムの策定などが考えられる。

労働者としては、国からその業界への期待が具体的

な形で見えることにより、その業界のポテンシャル

や当面の安定性を感じることができ、新たな産業に

飛び込むモチベーションにつながりうる。

　実際に米国やアイルランドは、政府がバイオ分野

の製造プロセスに関連する組織に対して資金を出す

ことでそこで技術の発展と人材の育成を図っている

（図表５）。これらの取り組みは 10年先を見越した

取り組みであり、民間事業者では対応が難しい長期

の人材育成を行う上でも、必要な取り組みといえる。

（2）	定年退職後の発酵生産経験者の登用

　一般的に新しい業界ではその人材育成に必要不可

欠な先生役となる人材が存在せず、個社がその内部

で手さぐり的に教育を行い、システムを構築してい

くという流れがある。一方でバイオものづくりとい

う名称ではないものの、第 1章で述べた通り、日

本では発酵生産が盛んに行われてきたという実績が

ある。この発酵生産を支えてきた製造人材・職人た

ちに団塊世代が含まれることから、その多くが退職

してしまっていると考えられるわけだが、バイオも

	 図表 5	 各国のバイオ領域における製造プロセスの技術および人材育成の取り組み

	 出所）	 各ウェブサイトなどよりNRI 作成
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る。GX業界もバイオものづくり業界と同様、GX

関連企業でGX推進に向けた人材不足が課題となる

状況において、業界の枠を超えた協調領域としての

スキルを定義したGX推進スキル標準の存在が企業

のOJT に頼らない育成を促し、市場全体で必要人

材の育成を活性化することに成功している。

　またGXスキル標準は、スキル標準と資格制度を

結びつけることによって、育成の仕組み化にも取り

組んでいる。GX人材市場創造WGのリーダーを務

める株式会社スキルアップNeXt は、自社のカーボ

ンニュートラルを推進するスキルに焦点をあてた資

格制度である「GX検定」を作成し、GX推進スキ

ル標準で定めたスキル定義と連動した学習を可能に

している。この資格制度は、環境省が認定すること

で「お墨付き」を受け、GX関連企業への導入を促

している。

（4）	資格制度の導入

　企業から求職者の持っているスキルを見える化

し、採用のコストを下げる手段として資格制度の導

入が考えられる。現在、バイオものづくりにかかわ

りうる資格や認定制度としては日本バイオ技術教育

学会の定めるバイオ技術者認定試験や技術士の生物

工学部門などがあるが、さまざまなレベルや職種に

対して幅広い資格が設定されているとは言い難い。

スキル標準や資格制度が整うことで、これまでにバ

イオに触れたことのない人であってもどのようにス

テップアップしていけばバイオものづくり業界で働

けるのか、労働者の将来像を描きやすくなることか

ら、より間口を広げた求人を行うことができるだろ

う。

　実際にアイルランドのNIBRT では提供する教育

プログラムを修了した個人に対し、グローバルに認

められうる資格を与えている（図表 5）。資格を設

のづくりが注目されているかつ人材不足が叫ばれて

いる状況で、過去の職人たちの技術を再度生かして

もらうことは業界にとって大きな助けとなる。特に

培養・発酵の際のデータや、色、におい、見た目か

らバイオリアクターを操作・管理する技術や、精製

後の結果を基に培養・発酵をブラッシュアップする

製造プロセス設計のサイクルの回し方などについて

は、発酵生産業界とバイオものづくり業界で通ず

る部分であるため、過去の職人たちが有するスキル

が生かされる。社内の座学・OJT の先生役として、

またどのようなスキルが製造人材に必要で、どのよ

うに身に付けていくべきなのか、教育プログラムの

整備に一役買ってもらうのは人材不足に対する一つ

の打ち手であろう。

（3）	スキル標準の作成

　他業界からバイオものづくり業界へ労働者の移動

を促し、移動する労働者への育成を行う際には、業

界統一的なスキル標準を作成することが有効だとい

える。米国の BioMADE では Texas Workforce 

Investment Council が主導する形で制定されたバ

イオの製造プロセスのスキル標準に基づいた教育プ

ログラムを提供している。このスキル標準は業界団

体が作成したものを評議会が認める形で策定されて

おり、このスキル標準をベースに教育プログラムを

作成することで産業に求められる人材を育成するこ

とができる。

　また、業界共通の物差しとなるスキル標準を作成

し、業界全体で人材育成を促している日本の事例と

して、グリーントランスフォーメーション（GX）

関連業界における「GXスキル標準」が挙げられる。

GXスキル標準は、GXリーグ※ 8内の「GX人材市

場創造WG」が策定した、業界横断のスキル標準で

ある。GXスキル標準は、GXにかかわる全ての人

が身に付けるべき「GXリテラシー標準」と、GX

推進人材を定義し人材類型ごとに求められるスキル

を整理した「GX推進スキル標準」で構成されてい
※8　2050 年カーボンニュートラルの達成と経済成長の両立を目指し、
企業、政府、学術機関が連携してGXを推進するための官民共創の枠組み
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置することにより、個人にとっては明確なキャリア

パスを描きやすいことや就職の際に有利になること

が言及されている。

　

（5）	バイオものづくり業界全体による教育プログラ	

	 ムの提供

　先生役の不足、個社による教育プログラムの確立

の困難さに対しては業界団体やアカデミアなどによ

る教育プログラムの提供が考えられる。ここでいう

教育プログラムとは、座学だけでなく実際に手を動

かす実習までを含めたものを想定している。前述の

ように各社によるOJT はそのノウハウを社員に浸

透させる手段であり、各社の技術的な強みにつなが

りうる部分ではあるものの、ある程度のレベルまで

はどの会社であっても必要とするスタンダードなス

キルがあると考えられる。特に人材不足の解決策と

して未経験者まで間口を広げることを検討すると、

大学の学生実験で行うようなスキル習得を個社内部

ではなく、広く開かれた講座に託すことで個社の負

担は大きく軽減されるだろう。

　またNIBRT では優れた人材の供給をアイルラン

ドにおけるバイオ業界の強みとしており、人材を訴

求材料とした外資誘致が可能になっていると考えら

れる。また、安定した人材パイプラインが確保され

ることにより、国内企業としても工場建設や設備投

資を行うことができると予測される。

4	 おわりに

　バイオものづくり業界への期待が高まり、補助金

などによる資金的リソースが投入される中である

が、最終的に事業を社会実装するために必要となる

のは人である。本稿では主に製造に関する人材に

フォーカスしたが、規制などとの関係が深い環境分

野での市場投入が予想されるバイオものづくりでは

法規・規制、標準化に関する人材の育成も必要とな

るだろう。またより一層の技術開発が進む中で、ス

マートセルやプロセス開発に関連した知財の管理に

ついての知見を持った人材も必要となる。日本の会

社が海外の拠点で製造を進める場合、日本の強みと

なりうる製造プロセスのナレッジやスマートセルの

持ち出しをどのように防ぐかという課題も大きくな

る。書面的な知財保護だけでなく、物理的に技術・

資産の流出を防ぐための検討を行う必要があるだろ

う。

　また、人材不足がさまざまな業界で叫ばれる現在、

必要な人材を確保するには経験者でないと戦力にな

らない、社内のOJT でないと現場で役に立つ人材

は育たないといった先入観を捨て、間口を広げ多用

な育成方法を受け入れる必要があるだろう。個社に

閉じて戦略を練るのではなく、業界全体として必要

な人材を定義し、育て、そのために各社のナレッジ

やリソースを提供することで、業界自体が社会に浸

透する状況を目指してほしい。

（監修：駒村  和彦）
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